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動植物等の環境保全措置事例集を大幅リニューアル 
～動物、植物、生態系における環境保全のための取り組み 

に関する事例集を刊行～ 
 
 

 

 

 

 

＜タイトル＞ 

国土技術政策総合研究所資料第 1319 号 

道路環境影響評価の技術手法「13. 動物、植物、生態系」における環境保全のための取り組

みに関する事例集（令和 6 年度版） 

 

＜目次＞ 

第 1 章 本事例集について 

第 2 章 動物、植物、生態系に対する環境保全の取り組みを進めるための基本的な考え方 

第 3 章 環境保全のための技術と考え方 

第 4 章 環境保全措置のための取り組み事例 

 

＜更新のポイント＞ 

・掲載事例数は 109 事例から 161 事例へ増加 

・近年注目されている「地域との連携」について事業段階に着目して事例を紹介 

・種子の活用、地域の植生を踏まえた法面緑化、最新の技術等について事例を交えて紹介 

 

本資料は、国総研ホームページで公開しています。  

ダウンロード先URL：https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1319.htm 

 

 

 

国総研では、動物、植物、生態系の環境保全措置の事例、最新の研究動向を踏まえ、環境保全措

置事例集（国総研資料第 721 号、国総研資料第 906 号）を作成し、現場での効果的な環境保全を支

援しています。このたび、ネイチャーポジティブの実現やグリーンインフラの推進など近年の世界

的な潮流を踏まえた国の施策、蓄積された事例や技術動向等を踏まえて内容を大幅に更新し、国総

研資料第 1319 号としてとりまとめました。 

（問い合わせ先） 

 国土技術政策総合研究所 道路交通研究部 道路環境研究室 

    室長 橋本 浩良、主任研究官  大河内 恵子 

 TEL：029-864-2606 E-mail:nil-do-kan■mlit.go.jp 

資料配布の場所 

1. 国土交通記者会 

2. 国土交通省建設専門紙記者会 

3. 国土交通省交通運輸記者会 

4. 筑波研究学園都市記者会 

令和７年４月２５日同時配布 



 
 

 

国土技術政策総合研究所資料第 1319 号 
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環境保全のための取り組み（環境保全措置等）事例 分類別掲載一覧 
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保全対象 

の分類 

調
査
・
検
討 

環境保全措置等（アセス対象外事業の措置も含む） 
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生息・生育環境    4 3           5  2  
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3 
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底生動物 (1)             1 
5 

(1) 
3   2 

その他 (1)  
1 

(1) 
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2 
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4 

15 
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6 
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6 

※表中の数字は本事例集に掲載した事例数。 

※括弧内の数字は、平成 24 年度に公表した事例集（国総研資料 第 721 号）の掲載事例数。 

※詳細は各項目および各事例を参照。 
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